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情報ネットワークと下請取引関係

　　　　一日独自動車産業の比較一

岡　室　博　之

1　はじめに：情報ネバワークのインバクトをめぐる議論

　この10年ほどの間に，産業の情報化とネットワーク化は夫きく進展した．

80年代になってコンビュータが中小企業にも急速に普及し，1982年およぴ

1985年の通信回線利用の自由化を経てVAN（ValueAddedNetwork：付加

価値通信網）などの企業間情報ネットワークがあらゆる産業部門で広範に形

成され，事業活動に関わるさまざまな情報が，通信回線を通じてコンビュー

タからコンビュータヘ直接伝送され，処理されるようになった．このような

情報ネットワークの広がりが企業間関係や産業組織にどのような影響を及ぽ

すかは，80年代半ぱ以後大きな関心を集め，産業政策，中小企業政策，競争

政策などの立場から活発な議論が行われた］，．殊に中小企業政策の立場から

は，情報ネットワークの形成が中小企業の競争条件や犬企業に対する地位に

どのように影響するか，が問題になった．

　情報ネットワークの取引関係や産業組織への影響について，これまでの議

論を整理すると，まず一般的には，情報ネットワークの活用を新たな競争手

段として競争が活発になるという認識があるが（通産省産業政策局編

［1985］，郵政省通信政策局編［1988］，公正取引委員会事務局編［1988］，

［1992］），他方で情報ネットワークによって取引関係が固定化・硬直化し，構

成企業の中核企業への依存と系列化が強まるのではないかという懸念がある

（通産省産業政策局編［1985コ，中小企業庁編［1985］，公正取引委員会事務局

編［1988］，［1992］）勃．その主な理由として，主要な取引先とのネヅトワーク
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のための投資がサンク・コストになり，参入・退出障壁を形成する場合があ

ること，またネヅトワークの中核企業が取引上優位にある場合，劣位企業に

ネヅトワークヘの参加を強制したり，ネヅトワークを通じて構成企業の事業

活動を監視・拘束する恐れがあることが指摘されている．さらに情報化への

対応能力に応じて取引企業が選別・淘汰され，資金力・技術力の相対的に劣

る中小企業が不利な立場に置かれるという指摘もある3）．

　企業間の情報ネヅトワークを構築することは，それ自体が技術革新の導入

であり組織革新であるから，取引関係や産業組織に対して完全に中立的では

ないと考えられる．しかし取引関係や産業組織への影響の有無やその程度は，

清報ネヅトワークの形成以前の取引の構造，ネットワークの主導者の戦略，

そして導入される情報通信技術の性質と水準に左右されるであろう．すなわ

ち，清報化と取引・市揚構造との関係は一方的ではない．また，情報化の影

響は一様ではなく，実際にほとんど影響のない場合もあるのではなかろうか．

　さらに，情報ネヅトワークをめぐる従来の議論には国際比較の視点が欠如

していた．わが国の企業間情報ネットワークの発展を，他の先進工業国のそ

れとの対比で特徴づけることは，それ自体興味深いことではないだろうか．

　そこで本稿では，日本とドイツの自動車産業について下請取引の構造とそ

こで形成されている情報ネヅトワークの内容を比較し，取引構造の違いから

情報ネットワークの内容がどのように異なってくるかを具体的に明らかにす

る4〕．さらに，ネットワークの内容次第で取引関係や市揚構造へのインバク

トも異なることを示唆し，ドイツの自動車産業では情報ネットワークが敢引

を固定化し，競争を制限する恐れはないことも実証される．なお，ドイツの

情報ネットワークに関する情報は，特に出典を明示しない限り，筆者が1990

年5月から6月にかけてノノレトライン・ヴェストファーレン（NRW）州所

在の自動車部品企業20杜で実施した聞き取り調査から得られたものであ

る5，．
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2　自動車産業の下請取引関係

　日本とドイツの自動車産業では，部品取引の構造がどのように異なるかを

見てみよう．わが国の下請取引（自動車産業に限らず）の一般的特徴として，

構造面では取引が重層的であること，直接の取引相手（いわゆる一次下請企

業）の数が少ないこと，そして専属的取引の傾向が強いことが挙げられよう．

また取引関係が一般に長期継続的で，下請企業と親企業の関係がきわめて緊

密であることも知られている．さらに，下請企業の立地は多くの場合親企業

の工場の近辺に集中している．

　ドイツ（旧西独）の自動車都品企業は，専門家の推定（Do1eschal

［1989］，［1991］）によれぱ全体で2500杜ないし3600事業所で，そのうち売

上の半分以上を自動車産業に向ける専門部品企業は250杜から300杜ほどで

ある．各乗用車メーカーが常時取引を持つのは大体1000から2000杜で，こ

れは日本の自動車メー力一の一次下請企業の数に比べてかなり多い（表1）．

このように取引相手が多いのは，日本のようにいわゆるサブ・アセンブラー

が発達しておらず，単品発注の部分が相対的に多いことによると思われる．

日本の自動車産業に見られるようなメー力一ごとの協力会組織はドイツには

存在しない．また，自動車メー刀一と直接取引を持つ企業の大部分はそれぞ

れより小規模の下請企業を利用しているが，それ以上に高度な階層性は確認

されていない（Bochum／MeiBner［1988コ）．

　ドイツの自動車部品企業の犬部分は自動車産業に専門化しているが，複数

の自動車メーカーに取引を分散し，主要取引先への依存度は比較的低い．

Geck／Pe岬［1983］によれば，下請売上に占める最犬取引先の割合は大体30

％以下で，50％を越えることはなかった．このような取引分散の傾向は，最

近の調査（Sc㎞idt／Richter［1991］）を見ても変わっていない．これに対し

わが国では，第7回工業実態基本調査報告書（中小企業庁，1990年）による

と，自動車下講企業の4分の3が総売上の半分以上を最大取引先に向けてお

り，また3分の1は親企業1杜のみと取引をしている（専属下請）．
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表11日本とドイツの自動軍メーカーの下請企業数1；

Volkswagen 1 700 h~~1 224 

Audi 1800 B~~ 161 

Daimler-Benz 1600 ~EEI~Z~f 314 

Ford lIOO') ?')~' 172 

Opel 14003) E~i 332 

BMW 1200 ~+1~~ 277 

Porsche 700 ~?*4 ･¥ ') 145 -

1）　ドイツについては組付用量産都品メー力一

　のみ（概数），1987年現在．

　日本については協力会加盟の一次下請企業

　（1983年現在）のみで，実際の取引先の数は

　これを上回る．トヨタ，日産，マツダについ

　ては複数の協力会の加盟企業の合計で，一部

　は重複計算されている．■なお、本田技研は一

　次下請企業を協力会に組織していない．

2）　このうち900がドイツ・フォードと取引．

3）　このうち950が国内企業．

出所1Dolescha1［1989］、S．169（Audi，BMW，

　Porsche）；Filz，B．u．a．，Lieferabmfsy－

　steme，K61n　1989，S，19　（Volkswagen，

　Daimler－Benz）；Bochum／MeiBner［1988］，

　S．41－42，54－55（Ford，Ope1），およぴ自動車

　総連「わが国自動車産業の現状と課題」1986

　年（Altmam／Sauer［1989］，S，279に引用）

　　より作成

　このように取引が分散していることは，部品企業の大部分が遠く隔たった

自動車組立工場にも供給を行っていることを示唆する．実際，ドイツの自動

車部品企業は加重平均で見て下請売上の8割以上を自杜の所在する州の外に

向けているのである（Sc㎞idt／Richter［1991］）．ただ最近では，ジャス

ト・イン・タイム（JIT）方式の導入に伴って，主な部品企業が自動車メー力

一の組立工場に近接して新工場を設立する事例が出てきている①．

　取引関係の長期継続性はドイツの自動車産業にも見られる．取引関係は，

一度「常連」になれぱ，自動車メー力一の要求が十分に満たされる限り継続
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される．Schmidt／Richter［19911によれぱ，自動車部品企業の55％で，長

期継続取引が下請取引関係の1OO％を占めていた．筆老自身の聞き取り調査

でも，すべての企業が主要な取引先と20年以上ないし創業以来取引を継続

していた．ただし，後で述べるように，近年「下請企業減らし」が進む中で

取引を打ち切られる企業が増えている．

　以上のように，日本とドイツの自動車産業では，下請取引の長期継続性は

共通だが，それ以外の点では基本的に取引構造が異なることが明らかにされ

た．しかし80年代後半から，ドイツの自動車産業では従来の下請構造と購

買方針を根本的に見直そうという動きが見られる．自動車メー力一は，内製

率を引き下げ，低コストの外国への発注を拡大し，一括・ユニヅト発注を進

めて直接に取引する部品企業の数を大幅に削減し，選別された企業との協力

体制を強めてこれらに製品開発や晶質管理などの任務を委託し，またJIT方

式を導入して部品企業も含めた生産システム全体の効率を高めようとしてい

る（Bochum／MeiBner［1988コ，Altmann／Sauer［1989］，MeiBner［1992］）．

二の後で議論の中心になる情報通信ネヅトワークの展開も，このような戦略

の枠組みの中でとらえることが必要であろう．

3　自動車産業における情報ネヅトワークの展開

　前節で，下請取引の構造が日本とドイツで基本的に異なることを明らかに

したが，それではそのような違いは情報ネヅトワークの性質や構造とどのよ

うに関連しているのだろうか．以下，まず日独自動車産業における情報ネッ

トワークの発展と普及を概観し，次に両者の間の主な相違点をまとめ，その

下請構造との関連を考察する．そして最後に，情報ネットワークの取引関係

への影響は日本とドイツでは異右ることを示す1

　（1）情報ネットワークの発展と普及の概観

　コンピュータを通信回線で接統してデータを直接伝送する通信方式（デー

タ通信）は，日本でもドイツでも1960年代半ぱに電話回線を使って開始され

たが，それが企業間や事業所間の通信手段として本格的に普及するのは，い
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情報ネットワークと下請取引関係 （45〕

表2：データ通信回線への加入件数（データ受発信器）の発展（ドイツ）

年次 電話回線 Datex－L Datex－p 専用回線 合計

1980 37745 3548 61 60562 101916

1981 46351 6598 635 72875 126459

1982 54651 9061 1720 82460 147892

1983 60884 11544 3401 94488 170317

1984 71221 14534 6952 108631 201338

1985 86453 16810 11476 128975 243714

1986 105563 18371 16971 146409 287314

1987 129166 19952 23250 163892 336260

1988 160759 21903 33135 184342 400139

1989 195907 23239 43255 204050 466451

出所1Deutsche　Bmdespost（Hrsg．），Statistisches　Jahrbuch1989，

　　Bonn1990，S．37．

表31データ通信回線への加入件数（DDX網）の発展（日本）

1980／3　1982／3　1984／3　1986／3　1988／3　1990／3　1992／3

DDX－L
DDX－P．〕

69　　　　　391　　　　　ユ595　　　　　3991　　　　7082　　　　　9461　　　　8448

－　　　　　171　　　　　3007　　　　14158　　　　53336　　　181024　　　335699

　　＊）1986年以後のDDX・Pの加入件数は，電話回線からの接続も含む（第2種

　　　　バケット通信サービス）．

　　出所1通信自書　各隼版

ずれも80年代に入ってからである．デジタノレ式で性能の高い，データ通信

専用の通信回線網7〕の導入後（日本では1979年にDDX・L，1980年に

DDX・P，ドイツでそれらに相当するDatex－LとDatex・Pは1975年と1980

年），通信回線加入件数は飛躍的に伸びた（表2，表3）．DDXへの加入の急

増は，1985年に電話回線からの接続が可能になったことによるところが大き

し’．

　わが国では，初めに述べたように1982年10月に通信事業の規制が緩和さ

れ，1985年4月に完全に自由化されて以来，民間のネットワーク・サービス

としてVANが目覚ましく発展した．通信白書によれば，1992年3月現在’

1143のVAN業老（一般第二種電気通信事業者）が登録されている．自杜グ

ループの必要に合わせて自分でVANを構築する企業も少なくない．VAN
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はさまざまな変換機能を備え，機種の異なるコンビュータや通信システムの

間の通信を可能にするだけでなく，データ処理やデータベース等のサービス

も提供するものである．わが国の企業間・事業所間の情報ネヅトワークは主

としてVANを利用している．

　日本の下請取引におけるデータ通信の利用は80年代前半に始まったが，

本格的に展開するのは80年代後半になってからである．親企業と情報ネッ

トワークを形成する下請企業の害冶は，中小企業白書（1985）によれぱ，1984

年末にまだ3．8％にすぎなかった．また，機械振興協会の調査（1985）では，

受発注の方法は主として文書の手渡し・郵送（70％）で，注文を主としてデ

ータ通信で受ける下請企業はまだ3％しかなかった．

　自動車産業では，下請企業とのデータ通信（部品調達VAN）は，販売店や

車体メー力一をも含む情報ネソトワーク・システムの一環として，80年代半

ぱに始まった副．トヨタでは1984年にTNS（ToyotaNetworkSystem）を

構築し（1990年までに下請企業165杜が加入），日産は1988年末，全国レベ

ノレで部品企業も含む「日産圏VAN」を，また翌年秋には各工場とその周辺の

下請企業との間でr部品調達ネット」を構築した（1993年8月現在前者に下

請企業481杜，後老には250杜が接続）．三菱は1989年5月に部品調達

VANMV－NETの導入を開始し，1991年7月までに370杜，1993年8月現

在421杜がこのシステムに接続されている．マツダは1990年に情報ネヅト

ワークJUMPを開発・導入した．このように，日本の自動車産業では80年

代末から下請企業とのデータ通信が本格化する．

　一方，ドイツの自動車産業におけるデータ通信はすでに70年代初めに

Volkswagen杜で始まるが（通信ソフトRVSの開発），当初はコンツェルン

内部でのみ行われ，1978年から他企業との通信にも拡犬された．80年代に

入ると，バソコン・べ一スで自動車部品企業専用のデータ通信ソフトが次々

に登場した．すなわち1981年にソフトウェア業老Actis杜がDFU・Boxと

FORS－DFU，1983年にDaimler－Benz杜がNixdorf杜と協力してDAKS

を，そして1985年にはFord杜がFORD－NETを開発・導入した9〕．自動車
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表4：データ通信で自動車メー力一と結ばれた下請企業の数の発展（ドイツ）

自動車 導入 データ通信で結ぱれた下請企業の数

メー力一 年次 1984 1985／86 1986 1987 1988／89 1989／90

計画

VW／Audi 1978 30 80 200
■ 150以上 一

0pel 1978 20 135 200 250
■ ’

Daimler－Benz 1983 10 60 160
■ 300以上 ■

Ford 1985 0 10 50
■ 一 350－400

BMW 1985 O 7 35
■

100
一

Porsche I985 O Test 20
■ 一 1

出所：Meyer，B－E．，“Clearing－Sewice＝Datenaustausch　mit　ZukunftP’’，

　　　in：Computemagazin，1－2／1988，S．27；PreBmar／Heide，Gesamter－

　　gebnisse　der　Befragung　zur　Datenfem個bertragung　bei　den　Kfz－

　　Zulieferem，Hamburg1987，S．51；Di㏄k，F．，“Just・in・Time　XVI”，

　　　in：Handelsb1att　v．13，01－1987；Berke，J．，“Datenfemobertragmg：

　　Elektr㎝ische　Partner”，in：Wirtschaftsw㏄he　Special－Supplement

　　Nr．5／1987，S．53；Volkswag㎝AG（Hrsg．），RVS－MVS　General

　　Infomati㎝，Wo1fsburgユ988，S．1；Jorgens，U．u．a．，Modeme

　　Zeiten　in　der　Automobi1fabrik，Berlin　1989，S．72；o．V．，

　　“Kommunikations－Netz　fOr　schnelle　Lieferabmfe”，　in：

　　Bescha耐mg　aktuel13／1989，S．75；Ford・Werke　AG（Hrsg．），

　　“FORD－NET　aktue1le　Mitteilungen”Nr．12（10／1989）u．Nr，15（3／

　　1990）より作成

　表5：FORD－NETの普及（FORD－NETで受注している下請企業数）

1987／3　1988／3　1989／9　1989／11　1990／2

ヨーロッバ全体　　約180　　約320

ドイツ国内＊　　　一　　　　一

734

336

776

354

877

393

　＊　ケルンの情報処理センターとデータ通信で接続されている企業

出所1Bochum／MeiBner［1988］，S．44；“FORD－NET　aktuel1e

　　Mitteilmgen”Nr．12，13，15より作成

メー力一の強い要望に押されて，80年代後半にデータ通信は下請企業の間で

も普及し始める（表4）．後発組（1985年にデータ通信開始）の中では，Ford

杜の情報ネットワークの急速な発展が注目される．同杜は部品企業との情報

ネットワークを1990年初めまでにドイツ国内だけでほぼ400杜に拡犬した

（表5）．なお，データ通信を導入したドイツの部品企業は，専門家の推定に
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　　表61通信内容別に見たデータ通信回線数の発展（ドイツ国内・国際通信計）

通僑内容
標準蓄式 データ通信　回線数

発表時期 1989／2 1990／3 1991／8 1992／8

発注書｝ 1978／4 1562 2209 5535 6786

支払講求 1982／6 443 683 1861 2040

支払通知 1982／9 82 111 182 202

納品書 1984／5 77 260 1116 1861

納入指示．〕 1988／1 133 475 723 1091

価格表 1989／1
一 8 30 21

生産同期

納入指示 1991／5
一 ■ 6 23

合計 1 2297 3746 9790 12024

＊）発注情報（Lieferabruf）と納入指示情報（Feinabmf）の違いについ

　　ては注10を参照．

出所　ドイツ自動車工業会（VDA）資料

よれぱ1986年前半の約200杜から1989年末には約500杜に増加し（Bier・

schenk［1986］，Meyer［1989コ），1992年半ぱには約1200杜に達した（o．V．

［1992］）．

　データ通信の普及を，通信内容別に見たのが表6である．データ通信の利

用（延べ回線数）は1989年2月から1992年8月までの3年半の間に5倍以

上に増え，特に1990年3月から翌年8月までの間の増加が著しい．この間

におそらく導入企業の数も大幅に増加しているであろう．データ通信の内容

別では，発注情報（内示を含む）が群を抜いてよく利用されており（全体の

半分以上），後は支払請求情報，納品書情報（いずれも部品企業から自動車メ

ーカーへ），納入指示情報（確定発注情報）の順でデータ通信の導入率が高い

が，生産同期納入指示情報は実現・導入（1991年5月）されてからまだ日が

浅いのであまり利用されていないm｝．一方，三菱自工からの最近の情報

（1993年8月）によれば，下請企業421杜との情報ネットワークで納入指示

情報（411杜）のほうが発注情報（内示を含む）（398杜）よりも適用範囲が

やや広く，また生産同期納入指示情報等の利用度が高い（164杜）．ここに

JIT方式の発展と普及の程度の違いが反映していると考えられる．
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　（2）　日本とドイツの情報ネヅトワーク化の基本的な相違

　①導入過程

　日本では，データ通信の導入は個別でなく，親企業の指導の下で集団的に

進められることが多い（中小企業庁編［1985］）．ここで三菱自工における部

品調達ネヅトワークの構築を例にとると（筆老自身の調査より），同杜は

1985年11月から1989年4月までの3年半の問に部品調達VAN導入の検

討と準備（帳票の全杜統一化を含む）を進めた上で，1989年5月から7月に

かけてのわずか2，3ヵ月の間に（第一次展開期）200杜，また1990年1月か

ら3月までの間に（第二次展開期）100杜，さらに1991年4月から7月にか

けて70杜と，いずれも短期間のうちに多数の下請企業との間で一気にネヅ

トワーク化を進めた．ただしその中には，MV－NETを構築する以前にすで

に個別にデータ通信を行っていたところも含まれる．このように短期間に一

斉にネヅトワーク化を進めることが可能なのは，もともと下請企業がよく組

織されていて，また親企業との結びつきがきわめて強いからだと考えられる．

そのため，自動車メー力一が独自のVANを開発し（または開発を委託し

て），多数の部品企業がそれに一斉に加入するという形で情報ネヅトワーク

を構築することができたのである．それに対しドイツでは，部品企業が特定

のメーカーごとに組織されていないので，ネットワークが一斉に展開するこ

とはない．ネヅトワーク化はVAN方式でなく，一対一の接続を積み重ねる

形で徐々に進められる．自動車メー力一は，自杜グノレープのVANが他のメ

ー力一のシステムと接続可能でない限り，それを部品企業が受け入れること

を期待できない．

　情報ネヅトワークを形成する際に大きな障害になるのは，下請企業の費用

負担能力が低く，また下請企業で専門技術者や必要な知識が不足しているこ

とである（機械振興協会経済研究所［1985］）．そこへ短期間に一斉にネット

ワーク化を進めるのだから，親企業の側からの支援が必要になる．実際，わ

が国では親企業が専門技術者を下請企業に派遣して技術指導を行い，また下

請企業向けの応用ソフトを開発し提供することが多い．（中小企業庁編

921



｛50）　　　　一橋論叢　第110巻　第6号　平成5年（1993年）12月号

［1985］）．このような技術支援は．三菱自工からの聞き取り調査でも確認さ

れた．

　ドイツでは自動車メー力一からの専門技術老派遣やきめ細かな技術指導は

見られない．筆者の調査では，調査企業の過半数はネヅトワーク化に際して

自動車メーカーから十分な技術支援を受けたと答えているが，実際には個別

の技術指導の機会は少なく，平均3ヵ月から半年に及ぶ導入期間の問に，最

低限必要な取り決めと調整のために1，2回の会合と何度かの電話連絡が行

われただけであった（ただし，調査企業はすべてデータ通信導入以前に企業

内情報システムを構築し，専門技術老を雇用していた）．技術指導の評価も

メー力一によって異なり，Ford杜が自杜グループ専用システムFORD－

NETの通信・応用ソフトを無償給付していることは，それ自体技術支援と

して高く評価された．もっとも，部品企業の立場から技術指導がどのくらい

望ましいかは疑問である．調査企業の述べるところでは，データ通信の導入

の際一番問題になるのは企業内情報システムとの接続と調整だが，複数のメ

ー力一と比較的均等に緊密な取引関係を保っている部品企業にとって，この

点で特定の企業から干渉を受けるのは望ましいことではなかろう．

　②データ通信の標準化

　データ通信は，他の媒体による情報伝達に比べてより高度で効率的な利用

が可能である分，技術的にかなり複雑である．少なくとも通信プロトコノレ

（データ伝送の技術的な手順）とビジネス・プロトコノレ（データ文の書式と情

報のコード）を予め正確に取り決めておかねぱならない．多数の加入老が情

報ネヅトワークを構成する場合，事訓調整の膨大なコストと手間を節約する

ために，プロトコノレの標準化と，VANのようなデータ変換サービスの利用

という2つの方法がある．これ……で見たようにわが国ではVAN方式が主流

で，そこではすべてのコンビュー一タが，通信の伸介とデータ変換を行う情報

センター（C1earing－Center）と接続されているのであるが，ドイツではプロ

トコノレの標準化により，一対一の接続（point－to－point方式）の枠内での解決

が図られている．
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　ドイツの自動車産業では，データ通信の発展史は同時にその標準化の歴史

でもある11〕．プ回トコノレの標準化作業は，企業間のデータ通信が始まる前の

70年代半ぱにドイツ自動車工業会（VDA）を通じて開始された．この作業

にはすべての乗用車メー力一と代表的な部品企業が参加している．’1978年

に発注情報のデータ書式が標準化されて以来，80年代を通じて20種類以上

の通信文の規格が統一された．その中で主なものは，1982年の支払請求情報

と支払通知情報，1984年の納品書情報，1988年の確定発注（納入徴調整）情

報である．以上のビジネス・プロトコノレとともに，通信プロトコルも1985

年に統一された．自動車産業で普及している，標準ソフトと呼ぱれる各種の

通信ソフトは，Ford杜のFORD－NETを除くすべてがVDAの規格を遵守

しているので互換的である（その代わり，FORD・NETの通信ソフトと応用

ソフトが部品企業に無料で提供されることは，すでに述べた）．

　ところで，VDA標準はドイツの自動車産業にしか通用しない．ヨーロッ

バレベノレの標準化は，80年代半ぱ以降ODETTE（0rgamzatlon　for　Data・

ExchangebyTeletransmissioninEurope）プロジェクトによって進められ

ている．1989年までに23種の通信文の書式が標準化され，このうち主要な

ものはODETTE式標準通信プロトコルとともに，VDAによってドイツの

自動車産業にも導入された．なお，両標準は基本的構想を異にするため，互

換的ではない．VDAはODETTE標準を公認し，長期的に国内標準をこれ

で代替することを推薦している．すでに主要な市販通信ソフトには

ODETTE版も追加され，同標準への移行は技術的には十分可能であるが，

自動車メー力一が国内標準に固執しているため0DETTEへの移行はすぐに

は進まないだろう．それでも，ODETTE標準が他のヨーロッバ諸国ではす

でに浸透していることから，ドイツの自動車産業がこの趨勢に適応するのは

時問の問題であろう．

　これらの標準化と並行して，70年代半ぱから（1自86年からふ格的に）国連

の欧州経済委員会を中心に，産業部門の枠を越える世界的な標準化プロジェ

クト（EDIFACT＝Electronic　Data　Interchange　for　Administration，Com一
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merce　and　Transport）が進行している．まず1987年に通信文の構文法

（syntax）が規定され（これは翌年，国際標準委員会ISOから認定され，

ODETTEのビ／ネス・プロトコルはこの規定に準拠している），以後個別の

データ書式の標準化が進められている．EDIFACTはまださまざまな問題

を抱えて開発途上にあり，ドイツの自動車産業では，VDAがすでに受け入

れ準備を始めているものの，一般1三はようやく注目され始めたところである．

なお，1991年に日本もこのプロジェクトに加盟した．

　日本の自動車産業では，データ通信の標準化を進める代わりに企業グノレー

プごとにVANが形成された．このような局地的な解決では，個々のネヅト

ワーク内部のさまざまな通信・ビジネスプロトコノレの変換はほぼ保証される

が，それぞれの企業グノレープの通信システムの互換性が考慮されていないた

め，企業グループの範囲を越える通信は困難である．このような状況は，下

請企業の特定の親企業への依存度が極めて高いわが国の下請構造を反映する

ものである．しかし最近では，て請企業の取引多角化・脱系列化傾向など下

請取引の構造変化に対応して，業界レベルでのデータ通信の標準化が検討さ

れている12〕．

　③情報ネヅトワークの戦略的意味

　自動車メー力一は，販売競争が激化する中で，下請企業との協力体制に一

層の合理化の可能性を求め，自杜の生産管理体制への下請企業の一層の統合

と，取引関係の効率化・柔軟化を進めている．情報ネットワークはこのよう

な戦略を支えるものである．

　企業間の情報ネットワーク（ここでは受発注関連情報に考察を絞る）から

期待されるメリヅトは，日本でもドイツでも基本的に同じである．すなわち

時問と費用の節約，受発注処理仁生産管理の効率化，情報伝達ミスの減少等

である．基本的な相違は，情報ネヅトワークがJIT戦略とどのような関連で

進められるか，また情報ネットワークに支えられた協力体制がどの程度の緊

密さを目指しているか，という、点にある．

　ドイツでは，JIT方式が今よづやく端緒についたばかりであり，情報ネヅ
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トワークがその通信技術上の基盤になる．部品企業の立地が自動車メー力一

の工場の周囲に集中しておらず，またその取引も複数のメー力一に比較的均

等に分散しているので，コンビュータを利用した迅速で効率的な情報交換と

受注・生産管理はJIT納入（実際には大部分がせいぜい1日数回の納入）を

実現するのに不可欠である．それに対して日本では，下請企業の立地条件や

取引構造の違いから，JITはすでに70年代にコンビュータもデータ通信も

使わず，いわゆるカンバン方式で実現された．従って，わが国の自動車産業

における情報ネットワークは，すでに実現されたJIT納入をより効率的に再

編し，生産同期化を徹底すべく，JITの基盤の上に導入されたのである（巽

［1988］，伊達［1992］）．そのため，ネットワークに支えられた協力体制は日

本ではドイツのそれに比べてより緊密なものとなる．例えぱ日産とその下請

企業は，r日産圏VAN」を通じて部品調達関連の情報とともに，生産計画に

関する情報も交換しているのである（日産情報システム部の資料より）．

　（3）情報ネットワーク化の取引関係へのインバクト

　以上，下請取引の構造の違いから，日本とドイツの自動車産業では情報ネ

ヅトワークのあり方にかなりの相違が見られることを明らかにした．最後に，

このような相違が，情報ネットワーク化のインバクトにどのように影響する

かを見てみよう．

　本稿の初めに，これまでの議論の重点が競争条件の変化，取引の固定化・

硬直化，そして下請企業の選別・淘汰（特に規模間格差の拡大）にあること

を示した．まず競争条件の変化についてみると，日本の自動車産業のように

企業グループごとに効率的だが閉鎖的なネヅトワークができると，グループ

全体としての競争力は高まり，またグノレープ間の競争はより活発になるであ

ろう．しかし，情報化を武器に技術力と経営能力を高め，自立化を図る一部

の有力企業（伊達［1993］）を別にすれば，下請企業が企業グノレープの枠を越

えて活発な競争を展開することは考えにくい．また，企業グノレープ内の下請

企業が自動車メー力一の指導の下に一斉にネットワーク化を進めるから，デ

ータ通信導入の時期や程度によって下請企業の競争力に大きな差が出ること

925



（54〕　　　　一橋論叢　第110巻　第6号　平成5年（1993年）12月号

もないだろう．

　一方ドイツでは，ネットワーク化が自動車メー力一の主導で進められると

はいえ，どの取引先とどのような形でネヅトワークを形成するかは，基本的

に個々の部品企業の決定に任されている．自動車メー力一がネットワーク化

の過程で特定の部品企業を自杜グループに囲い込んできめ細かく指導するこ

とはない．また，他企業のコンビュータとの通信は，VAN方式でなくデー

タ通信のプロトコルの標準化によって確保されているので（Ford杜のシス

テムを除く），ネットワークは開放的である．従って，自動車メー力一の（互

いに重複する）ネヅトワークの間の競争が活発になる一方で，情報化に基づ

く部品企業間の競争もそれに劣らず活発化すると考えられる．

　データ通信が初めから標準化されており，ネットワークが開放的であるこ

とはまた，ドイツの自動車産業では情報化投資が特定の取引相手のための投

資ではなく，サンク・コストを形成しないことを意味する．つまり，ネヅト

ワークのえめの投資が参入・退出障壁となって競争を制限したり，取引を固

定化する恐れはない．他の情報システムと互換的でないFORD－NETの場

合も，Ford杜がこれを無料で提供しているので，Ford特殊投資にはならな

いのである．筆老の調査でも，データ通信の導入による取引構造（主要取引

先への売上の割合）の変化は全く1確認されなかった．反対に，過半数の企業

が，データ通信の利用によって多様な注文への対応がすぱやく効率良くでき

るようになり，また結果的に帳票が統一されたことで，複数の自動車メーカ

ーとの取引がかえって容易になったと報告している．

　それに対しわが国の場合，現在に至るまでデータ通信の標準化が進展せず，

企業グノレープごとに閉鎖的なネソトワークが形成されているので，それによ

って取引が固定化する恐れは十分にある．もちろん取引関係は始めからかな

り固定的だから，下請企業の依存がこれ以上強まることはないだろうが，少

なくとも業界レベルでの標準化を早急に進めないと，情報ネットワークが下

請企業の取引の多角化・柔軟化の障害になりかねない．

　なお，自動車メー力一が情報ネットワークを通じて下請企業の事業活動を
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監視・拘東しうるという考えは，少なくともドイツの自動車産業については

支持できない．この点については，JIT方式を通じての下請企業の「遠隔操

作」という問題と，下請企業の経営内容の漏洩ないし開示の強要という問題

がある．確かに，データ通信は自動車メー力一のJIT戦略を支持し，それに

よって部品の納入はより厳密に管理される．しかし，厳密で細かい納入指示

は，原則的には郵便やファクシミリを使ってもできるのであり，下請管理の

可能性から見れぱ，納入指示が郵送されようがデータ通信で送られようが同

じなのである．標準化されたデータ通信はむしろ，下請企業がJIT方式の枠

内で独自の生産管理や納期管理を行い，多数の取引先との複雑な取引業務を

効率的に処理するのを助ける，と見るべきであろう．また，下請企業の経営

内容に関する情報がネヅトワークを通じて取引先に知られる心配もない．そ

のような情報は厳重に保護されており，また筆者の調査によれば，ドイツの

部品企業のうち自動車メー力一からそのような情報の開示を強要されたもの

はない．

　情報ネットワーク化の進展により企業間の（特に規模問の）格差が広がり，

中小企業が不利な立場に置かれるかどうかは，データ通信の導入が技術的・

経済的にどの程度困難であるかに依存する．筆老の調査したドイツの自動車

部品企業にとっては，データ通信の導入は経済的にも技術的にも困難な問題

ではなかった．導入に要した投資の総額は2万5千から25万マノレクで13〕，

調査企業の年商が数千万から数億マノレクであるから，これは決して支出困難

な金額ではない．また導入には大した手間もかからず（1人か2人の担当老

が本業と掛け持ちで数ヵ月問関わったのみ），担当老の訓練も專門技術老の

雇用もほとんど必要なかった．ただし調査企業はみな初めから企業内情報シ

ステムと専門技術者を備えていたから，情報機器の購入から始める企業には

負担ははるかに大きくなるだろう．ただ，データ通信の発展傾向を見ると，

市販ソフトの改良と機能拡張およびソフト業者の顧客サービスの向上によっ

て，データ通信の導入は中小企業にとってもますます容易になりつつある．

　日本でデータ通信の導入にどのくらいのコストがかかるかは不明だが，自
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動車メー力一の下請企業に対するきめ細かな技術指導によって，導入の困難

はかなりの程度緩和されていると考えられる．ただ，日本ではデータ通信が

標準化されていないので，複数の取引先とデータ通信を行う場合にはシステ

ムの調整が複雑になり，それに柱当の時間とコストがかかるのが問題である

が，そのような問題を抱える企業はまだ少数派であろう．

4　むすぴ

　本稿では，日本とドイツの自動車産業における企業間の情報ネヅトワーク

化を比較し，下請取引の構造の違いがネットワークの性質や構造の違いに反

映していることを明らかにし，またネットワーク化におけるさまざまな相違

がその取引関係へのインバクトにも影響することを示した．標準化が進んで

開放的なネヅトワークが形成されているドイツでは，取引の固定化や競争の

制限のような望ましくない影響は生じない．それに対して，日本の自動車産

業では企業グノレープごとに閉鎖的なネットワークが構築されたため，特定の

取引相手との関係が固定化する条件はあるが，取引関係の大部分は初めから

専属的・固定的なので，この点て明瞭な変化は生じないだろう．ただ，しぱ

しぱ指摘されるように今後下請取引において取引関係の多角化・柔軟化が進

むとすれぱ，少なくとも業界レベノレでのデータ通信の標準の確立を急ぐべき

である．

　企業間の情報ネヅトワークは今後一層高摩に発展し，その重要性も高まる

であろう．情報ネットワークは現在，資材調達，製造，販売，技術開発等の

企業活動をコンビュータで統合サるCIM（Computer　Integrated　Manufac－

turing）に発展しつつあるが，その中で，下請企業も技術的・組織的にさら

に高度な適応を求められるであろう．またそれによって，下請企業と自動車

メー力一の相互依存は一層深まると考えられる．現在，経済構造の大きな変

換の中で，日本でもドイツでも自動車産業を始めとする主要産業の下請取引

は構造改革を迫られているが，その中で下請中小企業がどのような適応を遂

げ，どのような形の取引関係を新たに築いていくか，またその際に情報ネヅ
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トワークがどのような役割を果たすかを見極めていきたい．

1）情報ネットワークのインバクトをめぐる80年代の議論は中小企業事業団

中小企業研究所編［1989］に整理されている．

2）　これに対して，情報ネットワークを活用して構成企業が経営能力を高め，

取引の分散と多角化を実現しうるという指摘（伊達［1993］）は少ない．

3）欧米における同様の議論はStau丘ert［1991コ，S．341ff．に整理されている．

4）本稿は，筆者の博士論文“Entwick1mg　des　Abh餉gigkeitsverha1tnisses

im　Zulieferer－Abnehmer－Netzwerk”（ドイツ・ボン大学，1992年）の内容

の一部を基にし，加筆したものである．なおここで特に自動車産業に注目す

るのは，憶報ネットワークが製造業の中では日独とも自動車産業で最もよく

発達していると見られるからである．また下藷取引についてまとまった資料

が得られるのは，ドイツでは自動車産業だけである．

5）調査の対象企業として，①ドイツ自動車工業会部品・付属品部会の会員

名簿，②第53回フランクフノレト国際自動車見本市（1989年）の出品企業目

録，③ドイツ企業総覧（HandbuchderGroBmtemehmen1988，Hoppeke－

Verlag）の自動車部品・付属品の部および自動車用電気部品の部，④ソフト

ウェア業者Actis社の顧客名簿から，他の企業の子会社（資本参加率50％以

上），従業老数1万人以上の巨大企業，また鉄鋼・電機・化学など自動車産業

以外の部門に分類されるぺきものを除く，NRW州所在の84杜を選んだ．

このうち文書およぴ電話での間い合わせを通じて調査への賛同が得られたの

は20社で，うち従業老数500人以下の中小企業は11杜である（ただしいず

れも従業老数100人以上）．調査企業の中で最大のものは国内でおよそ6500

人雇用している．

6）部品企業の「JIT工場」は，特にBMW杜のRegensburg工場とAudi杜

のIngolstadt工場の周辺に集中している．ただし，そのうちオーダー・エン

　トリー順の生産同期化を実現しているのはまだ一部にすぎない．Dolescha1

［1989］，MeiBner［1992］参照．

7）DDXおよぴDatexのLは回線交換方式を，Pはバケット交換方式を意

味する．前老は基本的に電話回線等と同じ方式であるが，後者においてはデ

ータが多数のブロヅクに分割されて回線の空きに応じて相手に送られ，後で

再構成される．他の種類の回線からの接続が容易，また国際通信に利用でき

る導の利点のため，わが国ではPが完全に主流になったが，ドイツ自動車産
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　業の国内通信ではまだLが中心である．

8）　トヨタとマツダの情報ネットワークについての詳細は伊達［1992］，

　［1993］を参照．日産と三菱富工についてのデータはそれぞれの情報システ

　ム部から得られたものである．

9）　これらのいわゆる市販標準ソフトは，自動軍産業で利周されている通信

　ソフト全体の3分の2を占めている（Meyer［1989コ）．Daimler・Benz杜と

　Ford杜はそれぞれ自前のソフトを使用しているが，他の自動車メー力一は

　すべてRVSを利用している．技術的な内容はそれぞれ異なるが，後述する

　ように，FORD・NET以外はすべて互換的である．標準通信ソフトの詳細に

　ついては，筆者の前掲学位論文を参照されたい．

10）　ドイツでは，一般に発注情報（Lieferabruf）はほぽ2週間ごとにその先2

　週間の日単位の納入の指示と，さらにその先数ヵ月間の発注の内示を与え，

　納入指示情報（Feinabruf）は納入指示を日単位・時間単位で確定する．生

　産同期納入指示情報を通じては，生産ラインヘの納品の順序も指定すること

　ができる．

11）以下のデータ通信標準化に関する叙述は，自動車工業会（VDA）と，その

　標準化プロジェクトの委員を務める大手部品企業の晴報システム部長からい

　ただいた資料に基づく．

12）　日産およぴ三菱自工の情報システム部からの情報による．他の産業にお

　ける業界レベノレの標準化の動向については，情報化白書（1992）を参照．

13）　ちなみに通信ソフト・応用ソフトの価格は，たとえぱ無償給付のFORD－

　NETと並んで普及率の高いDFO－Boxで1989年現在4万～8万マルクで，

　自動車メー力一が開発・販売している他のシステムの価格はこれよりかなり

　低い．DFU－Boxのr入門編．」として1991年に発売されたA1pha・Boxはセ

　ヅトで1万5千マルクである（Actis杜の商品情報より）．

（追記）本稿の執筆過程で，（株）日産自動章および（株）三菱自動車工業の広

報部と情報システム部の方々から貴重な情報をご提供いただいた．この場を

借りて厚くお礼申し上げたい．
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